












　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

　　　　　　　歳出増加や減税などの“メリット情報”ではなく、

　　　　　　歳出削減や増税などの“デメリット情報”こそ重要だ。

　　　　　“良いとこ取り”の政策では、これからの財政はもたない。

ポイントは、良いことを実現するために不人気の政策を断行できるか否かにある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

●外形標準課税

外部から判断できる対象に課税す

ること。東京都が2000年4月に導

入を決め、大阪府も5月に導入を

決定した。

策イシューになってきているが、いまだに持続可能な制度がつくられてはいない。年金

の給付と負担における世代間の不公平は放置されたままであり、医療における供給サイ

ドの改革は暗礁に乗り上げている。高齢化のピークを迎える2025年はすでに射程距離に

はいっているのだから、「将来の安心」などと抽象的な言葉ですます段階ではない。実現

性のある給付と負担の全体像を示してもらわねばならない。

　もうひとつは、地方財政である。東京都の外形標準課税が発表されてから地方の課税

に関心が寄せられているが、外形課税自体はそれほど大きな問題ではない。重要なのは、

地方交付税による財政調整制度をどうするかということである。現在の地方交付税をそ

のままにしての地方分権はありえない。外形課税などによって地方の税財源を拡充する

ことは必要だが、それも地方交付税の縮小・廃1hとセットで議論されるべきことだ。

　地方交付税は、自治体間の「財源の均衡化」を図ることを目的とする制度である。「均

衡ある国土の発展」ということばが公共事業のバラマキを許してきたように、「財源の均

衡化」が緊張感のない財政運営をもたらした。そろそろ財源の均衡化のための制度は廃

止し、かわってナショナル・ミニマムを確保するための制度をつくるべきではないか。

地方交付税の改革は、「均衡」というキャッチアップ時代の政策目標からわが国が脱却で

きるかどうかを意味するものであり、きわめて大きな改革だ。遅すぎたとはいえようや

く議論が盛り上がってきたいま、明確に争点として位置付ける必要がある。

各党が政権をとったときの“メリット情報”ではなく
マイナスの政策である“デメリット情報”こそ重要だ

　以一ヒみてきたように、今回は政治的に受けの悪いことが争点になる。これまでも人気

取りの公約だけではダメだったのだが、財政問題についてはこれ以上の先送りが許され

なくなっているだけに、今回はとくにマイナスの政策が争点である。その意味で、各党

が政権をとったときの、“メリット情報”（歳出増加や減税）ではなく“デメリット情報”

（歳出削減や増税）こそ重要だ。

　デメリット情報とは、たとえば衣服を買ったときに付いている「色落ちすることがあ

ります」といった情報だ。消費分野では70年代後半からこの種の情報が重要視されるよ

うになったが、最初の頃は、消費者はデメリット情報が付けられた商品はほんとうに質

の悪い商品とみるので企業も消極的だった。しかし、そのうちにこの種の情報をつける

企業はしっかりした企業だと考えられるようになった。銀行のリスク開示情報も同じよ

うなものだ。当初は、リスク開示をした銀行だけがリスクが大きいとみられる可能性が

あったが、次第にきちんと開示する銀行こそリスク管理がなされている銀行とみなされ

るようになった。

　政党の公約も同じである。“良いとこ取り”の政策ではこれからの財政がもたない

ことは、多くの有権者がわかっている。良いことを実現するために不人気の政策を

どれだけ断行できるか、その不人気政策を勇気をもって示す政党のほうが責任ある

政党と受け止められる素地は、もう十分にできているのではないか。
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　　　　　　　　　アフタヌーンセミナー

民主主義を強化するための市民参加
　　　　ヴァレリナ・メリノ＝ディラー二博士
　　　　　　　　CLD常務理事、国連大学副評議委員長

　NGO（非政府組織）と市民社会の関わりについて、私が南

米エクアドルで10年前に設立したCLD（Corporacion

Latinoamericana　Para　EI　Desarrollo：ラテンアメリカ開発法

人）を事例に紹介したい。

　CLDの最大の目的は、法制度等の整備を進めることによっ

て市民社会に力を与え、民主主義を強化することである。具体

的な活動は①司法制度の強化、②透明性の確保（腐敗防止）、③

裁判外紛争処理解決、④市民社会参加、⑤民主的政治体制の確

立、⑥組織としての内部強化（100％の独立性確保）である。

　これらを推進するうえでまず重要なことは、組織づくり

である。NGOは往々にしてインフォーマル（略式）な組織体

になりがちだが、われわれは非営利団体であっても管理手法は

企業の形態をとっている。ボードメンバーも、単に名前を連ね

ているというだけでなく、実質的なコミットメントをして組織

運営に関わっており、会計監査も費用的な負担は大きいが、そ

の重要性に鑑み、大手監査法人に委託して厳正な処理を心がけ

ている。

　民主主義の下では政府が市民のニーズを汲み取ることに

なっているが、選挙で代表者を選ぶだけではもはや市民は満足

しない。NGOにとって、ある開発が本当に有意義であったか

どうか住民の声を聞く場を設定する、あるいは国家政策の実際

の施行状況を監視するといった役割が重要である。意思決定プ

ロセスに市民として参加することも民主主義強化には欠かせ

ず、公表されている情報へのアクセスを可能にすることがその

一歩となりうる。しかも、単に情報を得るだけでなく、収集し

た情報を適切に分析することのできる専門家の確保およびその

信頼性を高めていくことにも注力しなければならない。

　情報化の時代にあって、メディアに影響力を与えられるか

どうかもNGOの大きなキーファクターである。一例をあげる

と、エクアドルでは法改正により、選挙に際して政党ではなく

個人に投票することになったが、国政レベルだけでなく、地方

選挙についても、写真付きで各候補者（7，000人）の履歴や公

約をデータベース化しウェブサイトに掲載したところ、有力紙

とリンクがはられたことも奏効し、1週間に3万件のアクセス

があった。選挙後は当選者のデータベースのみを残し、その公

約がどこまで実行されたかを監視することになっている。

　人材の確保も重要である。CLDは28名の常勤職員以外に年

間20名程度のインターンやプロジェクトベースで協力者を得

ている。また4つの大学と提携して、CLDでの活動が単位認

定されるような制度を確立している。CLDは法律関係者やエ

コノミストなどの専門家を擁していること、他では学ぶことが

できない交渉や文書作成技術といった経験を踏まえて次のキャ

リアが約束されていることが、常勤職員の大きなインセンティ

ブとなっている。

＊本稿は去る6月6日に開催された東京財団主催の「第30回アフタヌーン

セミナー」での講演要旨を研究事業部がまとめたものです。
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　前号に続いて、総選挙の争点を取り

上げた。成人1人当たり、年間58万円

の国税を支払っていることを考えると、

今後4年間の国政を託す選挙は本当に

高い“買い物”である。残念なのは、買

い物の判断材料があまりに不足してい

ることである。

エディトリアル・ノート

　竹中は、2001年1月の中央省庁再編

を活用して真の政治主導による財政運

営を求めている。西村清彦氏は、構造

改革をもたらす需要政策を中心に、政

治家が将来の展望を国民に示すことを

期待する。大田弘子氏は、今度こそ「良

いとこ取り」の政策を超えて、デメリッ

ト情報も国民に伝えることの重要性を

指摘する。

　3論文が共通して政治に求めている

のは、「景気対策か財政再建か」という

不毛の二者択一論を越えたビジョンの

提示である。

　　　　（竹中平蔵／東京財団理事長）
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